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平 成 年
月 日

（金曜日）

第３号様

（個人事

式（その１）（第６条関係）

業税用）

（表）

個人事業税納税通知書

課

種

第

第

第

税年度 年度 事

別 課税標準額 税率

１種 千円 ５％

２種 千円 ４％

千円 ５％
３種

由 課税
所 得

税 額

円

円

円

期

様

対象
年 年 整理番

別 税 額

円

号

納 期 限

年 月 日

年 月 日

一

上

記載

な

日前

千円 ３％

合 計 税 額

記のとおり、地方税法第 条の

した納付場所で納付してくださ

お、納期が２期（前期・後期）

までに、別途送付します。

円

円

２及び山口県税賦課徴収条例第

い。

に分かれている場合、前期分の納

条の規定により賦課しましたの

付書のみ添付しています。後期

年

で、納期限までに裏面に

分の納付書は納期限の

月 日

県税事務所長 印

規

則



平成 年 月 日 金曜日 山 口

（裏）

県 報 （号 外 ）

不服申立ての方法

この処分について不服がある
４条の規定により、山口県知事
して提出してください。
また、この処分の取消しの訴
に、山口県を被告として（この
なお、この処分の取消しの訴
いますが、審査請求があつた日

場合は、この処分があつたことを
に審査請求をすることができます

えは、上記の審査請求に対する裁
場合において、山口県知事が被告
えは、上記の審査請求に対する裁
から３箇月を経過しても裁決がな

知つた日の翌日から起算して 日
。審査請求書は、正副２通をなる

決があつたことを知つた日の翌
の代表者となります。）提起する
決を経た後でなければ提起するこ
いとき、処分、処分の執行若しく

以内に、行政不服審査法第
べく当県税事務所長を経由

日から起算して６箇月以内
ことができます。
とができないこととされて
は手続の続行により生ずる

著しい損害を避けるため緊急の
で、処分の取消しの訴えを提起

延 滞 金

納期限までに納付されなかつ
のときは全額を切り捨て、税額
から１月を経過する日までの期
ける日本銀行法第 条第１項第
年 パーセントの割合に満たな
した金額の延滞金（全額が

必要があるとき、又はその他裁決
することができます。

たときは、納期限の翌日から納付
円以上のときは 円未満

間については、年 パーセント
１号の規定により定められる商業
い場合は、当該基準割引率に年
円未満のときは全額を切り捨て

を経ないことにつき正当な理由が

の日までの期間の日数に応じ、
の端数を切り捨てる。）に年
（当該期間の属する各年の前年の
手形の基準割引率に年４パーセン
４パーセントの割合を加算した割
、全額が 円以上で 円未満

あるときは、裁決を経ない

その税額（税額 円未満
パーセント（納期限の翌日
月 日を経過する時にお
トの割合を加算した割合が
合））の割合を乗じて計算
の端数があるときは端数を

切り捨てる。）を本税額と併せ
いても、 日当たりの割合です

督 促 状

納期限までに納付されなかつ
れないときは、滞納処分を受け

納付場所 県の指定金融機関、

て納付しなければなりません。こ
。

たときは、督促状を発します。督
ることになります。

指定代理金融機関若しくは収納代

の場合における年当たりの割合は

促状を発した日から起算して 日

理金融機関又は県税事務所

、閏年の日を含む期間につ

を経過した日までに完納さ

第３

（不

号様式（その２）（第６条関

動産取得税用）

係）

（表）

年度 不動産取得税納税通知書

整 理 番 号

様

種別

課税標準額 税率

税 額

減 額

円

円

円

円

円

円

物件の所在地

取得年月日

取 得 原 因

上記のとおり、地方税法第

記載した納付場所で納付してく

年 月 日

条の２及び山口県税賦課徴収条例

ださい。

差 引 納 税 額

納 期 限

第 条の規定により賦課しました

年

円

円

年 月 日

ので、納期限までに裏面に

月 日

県税事務所長 印

二



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県

（裏）

報 （号 外 ）

不

こ
４条
して
ま
に、
な
いま

服申立ての方法

の処分について不服がある場合
の規定により、山口県知事に審
提出してください。
た、この処分の取消しの訴えは
山口県を被告として（この場合
お、この処分の取消しの訴えは
すが、審査請求があつた日から

は、この処分があつたことを知つ
査請求をすることができます。審

、上記の審査請求に対する裁決
において、山口県知事が被告の代
、上記の審査請求に対する裁決を
３箇月を経過しても裁決がないと

た日の翌日から起算して 日以
査請求書は、正副２通をなるべ

があつたことを知つた日の翌日か
表者となります。）提起するこ
経た後でなければ提起すること
き、処分、処分の執行若しくは

内に、行政不服審査法第
く当県税事務所長を経由

ら起算して６箇月以内
とができます。
ができないこととされて
手続の続行により生ずる

著し
で、

延

納
のと
から
ける
年
した

い損害を避けるため緊急の必要
処分の取消しの訴えを提起する

滞 金

期限までに納付されなかつたと
きは全額を切り捨て、税額
１月を経過する日までの期間に
日本銀行法第 条第１項第１号
パーセントの割合に満たない場
金額の延滞金（全額が 円未

があるとき、又はその他裁決を経
ことができます。

きは、納期限の翌日から納付の
円以上のときは 円未満の端
ついては、年 パーセント（当
の規定により定められる商業手形
合は、当該基準割引率に年４パ
満のときは全額を切り捨て、全

ないことにつき正当な理由があ

日までの期間の日数に応じ、その
数を切り捨てる。）に年 パ
該期間の属する各年の前年の
の基準割引率に年４パーセント
ーセントの割合を加算した割合
額が 円以上で 円未満の

るときは、裁決を経ない

税額（税額 円未満
ーセント（納期限の翌日
月 日を経過する時にお
の割合を加算した割合が
））の割合を乗じて計算
端数があるときは端数を

切り
いて

督

納
れな

納

捨てる。）を本税額と併せて納
も、 日当たりの割合です。

促 状

期限までに納付されなかつたと
いときは、滞納処分を受けるこ

付場所 県の指定金融機関、指定

付しなければなりません。この場

きは、督促状を発します。督促状
とになります。

代理金融機関若しくは収納代理

合における年当たりの割合は、

を発した日から起算して 日を

金融機関又は県税事務所

閏年の日を含む期間につ

経過した日までに完納さ

第３号様

（自動車

式（その３）（第６条関係）

税・定時賦課用）

（表）

年度 自動車税納税通知書（兼領収証書）

下記のとおり、地方税法第 条及

様

び山口県税賦課徴収条例第 条の規定により賦課しまし

三

たの

税

延

合

で、納期限までに裏面に記載し

額

滞 金 額

計 額

た納付場所で納付してください。

円 登 録 番 号

円 納 期 限

円

年

年 月 日

月 日

県税事務所長 印

上

領収日付印

記のとおり領収しました。



平成 年 月 日 金曜日 山 口

（裏）

県 報 （号 外 ）

不服申立ての方法

この処分について不服がある
４条の規定により、山口県知事
して提出してください。
また、この処分の取消しの訴
に、山口県を被告として（この
なお、この処分の取消しの訴
いますが、審査請求があつた日

場合は、この処分があつたことを
に審査請求をすることができます

えは、上記の審査請求に対する裁
場合において、山口県知事が被告
えは、上記の審査請求に対する裁
から３箇月を経過しても裁決がな

知つた日の翌日から起算して 日
。審査請求書は、正副２通をなる

決があつたことを知つた日の翌
の代表者となります。）提起する
決を経た後でなければ提起するこ
いとき、処分、処分の執行若しく

以内に、行政不服審査法第
べく当県税事務所長を経由

日から起算して６箇月以内
ことができます。
とができないこととされて
は手続の続行により生ずる

著しい損害を避けるため緊急の
で、処分の取消しの訴えを提起

延 滞 金

納期限までに納付されなかつ
のときは全額を切り捨て、税額
から１月を経過する日までの期
ける日本銀行法第 条第１項第
年 パーセントの割合に満たな
した金額の延滞金（全額が

必要があるとき、又はその他裁決
することができます。

たときは、納期限の翌日から納付
円以上のときは 円未満

間については、年 パーセント
１号の規定により定められる商業
い場合は、当該基準割引率に年
円未満のときは全額を切り捨て

を経ないことにつき正当な理由が

の日までの期間の日数に応じ、
の端数を切り捨てる。）に年
（当該期間の属する各年の前年の
手形の基準割引率に年４パーセン
４パーセントの割合を加算した割
、全額が 円以上で 円未満

あるときは、裁決を経ない

その税額（税額 円未満
パーセント（納期限の翌日
月 日を経過する時にお
トの割合を加算した割合が
合））の割合を乗じて計算
の端数があるときは端数を

切り捨てる。）を本税額と併せ
いても、 日当たりの割合です

督 促 状

納期限までに納付されなかつ
れないときは、滞納処分を受け

納付場所 県の指定金融機関、

て納付しなければなりません。こ
。

たときは、督促状を発します。督
ることになります。

指定代理金融機関若しくは収納代

の場合における年当たりの割合は

促状を発した日から起算して 日

理金融機関又は県税事務所

、閏年の日を含む期間につ

を経過した日までに完納さ

第３

（自

号様式（その４）（第６条関

動車税・随時賦課用）

係）

（表）

年度 自動車税納税通知書

様

登 録 番 号

納 期 限

課税の根拠

上記のと

年 月 日

地方税法第 条及び山口
県税賦課徴収条例第 条

おり、最寄りの納付場所（裏面

税 額 円

延 滞 金 額 円

合 計 額 円

に記載）で納付してくださ

い。

年 月 日

県税事務所長 印

四



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県

（裏）

報 （号 外 ）

不

こ
４条
して
ま
に、
な
いま

服申立ての方法

の処分について不服がある場合
の規定により、山口県知事に審
提出してください。
た、この処分の取消しの訴えは
山口県を被告として（この場合
お、この処分の取消しの訴えは
すが、審査請求があつた日から

は、この処分があつたことを知つ
査請求をすることができます。審

、上記の審査請求に対する裁決
において、山口県知事が被告の代
、上記の審査請求に対する裁決を
３箇月を経過しても裁決がないと

た日の翌日から起算して 日以
査請求書は、正副２通をなるべ

があつたことを知つた日の翌日か
表者となります。）提起するこ
経た後でなければ提起すること
き、処分、処分の執行若しくは

内に、行政不服審査法第
く当県税事務所長を経由

ら起算して６箇月以内
とができます。
ができないこととされて
手続の続行により生ずる

著し
で、

延

納
のと
から
ける
年
した

い損害を避けるため緊急の必要
処分の取消しの訴えを提起する

滞 金

期限までに納付されなかつたと
きは全額を切り捨て、税額
１月を経過する日までの期間に
日本銀行法第 条第１項第１号
パーセントの割合に満たない場
金額の延滞金（全額が 円未

があるとき、又はその他裁決を経
ことができます。

きは、納期限の翌日から納付の
円以上のときは 円未満の端
ついては、年 パーセント（当
の規定により定められる商業手形
合は、当該基準割引率に年４パ
満のときは全額を切り捨て、全

ないことにつき正当な理由があ

日までの期間の日数に応じ、その
数を切り捨てる。）に年 パ
該期間の属する各年の前年の
の基準割引率に年４パーセント
ーセントの割合を加算した割合
額が 円以上で 円未満の

るときは、裁決を経ない

税額（税額 円未満
ーセント（納期限の翌日
月 日を経過する時にお
の割合を加算した割合が
））の割合を乗じて計算
端数があるときは端数を

切り
いて

督

納
れな

納

捨てる。）を本税額と併せて納
も、 日当たりの割合です。

促 状

期限までに納付されなかつたと
いときは、滞納処分を受けるこ

付場所 県の指定金融機関、指定

付しなければなりません。この場

きは、督促状を発します。督促状
とになります。

代理金融機関若しくは収納代理

合における年当たりの割合は、

を発した日から起算して 日を

金融機関又は県税事務所

閏年の日を含む期間につ

経過した日までに完納さ

別
記
第
三
号
様
式
（
そ
の
六

式
（
そ
の
五
）
を
同
様
式
（
そ

別
記
第
三
号
様
式
（
そ
の
四

）
を
削
り
、
同
様
式
（
そ
の
五
）

の
六
）
と
す
る
。

）
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る

五

の
備
考
を
次
の
よ
う
に
改
め
、
同

。

様



平

第３

成 年 月 日 金曜日

号様式（その５）（第６条関

山 口

係）

県 報 （号 外 ）

（鉱区税用）

（表）

年度 鉱区税納税通知書

登 録 番

登録年月

鉱

納 期

課 税 標

様

号

日 年 月

種

限 年 月

百アール
準 税

日

日

円
率

上記のとおり、地方税法第

載した納付場所で納付してくだ

税

条及び山口県税賦課徴収条例第

さい。

額

条の規定により賦課しましたの

年

円

で、納期限までに裏面に記

月 日

山口県知事 印

不服申立ての方法

この処分について不服がある
４条の規定により、山口県知事
また、この処分の取消しの訴
に、山口県を被告として（この
なお、この処分の取消しの訴
ていますが、異議申立てがあつ

（裏）

場合は、この処分があつたことを
に異議申立てをすることができま
えは、上記の異議申立てに対する
場合において、山口県知事が被告
えは、上記の異議申立てに対する
た日から３箇月を経過しても決定

知つた日の翌日から起算して 日
す。
決定があつたことを知つた日の翌
の代表者となります。）提起する
決定を経た後でなければ提起する
がないとき、処分、処分の執行若

以内に、行政不服審査法第

日から起算して６箇月以内
ことができます。
ことができないこととされ
しくは手続の続行により生

ずる著しい損害を避けるため緊
ないで、処分の取消しの訴えを

延 滞 金

納期限までに納付されなかつ
のときは全額を切り捨て、税額
から１月を経過する日までの期
ける日本銀行法第 条第１項第
年 パーセントの割合に満たな

急の必要があるとき、又はその他
提起することができます。

たときは、納期限の翌日から納付
円以上のときは 円未満

間については、年 パーセント
１号の規定により定められる商業
い場合は、当該基準割引率に年

決定を経ないことにつき正当な理

の日までの期間の日数に応じ、
の端数を切り捨てる。）に年
（当該期間の属する各年の前年の
手形の基準割引率に年４パーセン
４パーセントの割合を加算した割

由があるときは、決定を経

その税額（税額 円未満
パーセント（納期限の翌日
月 日を経過する時にお
トの割合を加算した割合が
合））の割合を乗じて計算

した金額の延滞金（全額が
切り捨てる。）を本税額と併せ
いても、 日当たりの割合です

督 促 状

納期限までに納付されなかつ
れないときは、滞納処分を受け

納付場所 県の指定金融機関、

円未満のときは全額を切り捨て
て納付しなければなりません。こ
。

たときは、督促状を発します。督
ることになります。

指定代理金融機関若しくは収納代

、全額が 円以上で 円未満
の場合における年当たりの割合は

促状を発した日から起算して 日

理金融機関又は県税事務所

の端数があるときは端数を
、閏年の日を含む期間につ

を経過した日までに完納さ 六



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県 報 （号 外 ）

別
記
第
三
号
様
式
（
そ
の
七
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第３号様

（個人事

式（その７）（第６条関係）

業税・口座振替納付用）

（表）

個人事業税納税通知書（口座振替納付用）

課

種

第

第

税年度 年度 事

別 課税標準額 税率

１種 千円 ５％

２種 千円 ４％

千円 ５％

由 課税
所 得

税 額

円

円

円

期

金

様

対象
年 年 整理番

別 税 額

円

融機関名

号

納 期 限

年 月 日
年 月 日

七

第

地

こ

して

３種
千円 ３％

合 計 税 額

方税法第 条の２及び山口

の税金は、納期限の日にあ

ください。

県税

なた

円

円

預

口

賦課徴収条例第 条の規定に

が指定した金融機関の預金口

より

座か

金 種 別

座 番 号

年

賦課しましたので、上記のと

ら振り替えて納付されますの

お

で

月 日

県税事務所長 印

り通知します。

、重複しないように注意



平成 年 月 日 金曜日 山 口

（裏）

県 報 （号 外 ）

不服申立ての方法

この処分について不服がある

４条の規定により、山口県知事

して提出してください。

また、この処分の取消しの訴

に、山口県を被告として（この

なお、この処分の取消しの訴

いますが、審査請求があつた日

場合は、この処分があつたことを

に審査請求をすることができます

えは、上記の審査請求に対する裁

場合において、山口県知事が被告

えは、上記の審査請求に対する裁

から３箇月を経過しても裁決がな

知つた日の翌日から起算して 日

。審査請求書は、正副２通をなる

決があつたことを知つた日の翌

の代表者となります。）提起する

決を経た後でなければ提起するこ

いとき、処分、処分の執行若しく

以内に、行政不服審査法第

べく当県税事務所長を経由

日から起算して６箇月以内

ことができます。

とができないこととされて

は手続の続行により生ずる

著しい損害を避けるため緊急の

で、処分の取消しの訴えを提起

延 滞 金

納期限までに納付されなかつ

のときは全額を切り捨て、税額

から１月を経過する日までの期

ける日本銀行法第 条第１項第

年 パーセントの割合に満たな

必要があるとき、又はその他裁決

することができます。

たときは、納期限の翌日から納付

円以上のときは 円未満

間については、年 パーセント

１号の規定により定められる商業

い場合は、当該基準割引率に年

を経ないことにつき正当な理由が

の日までの期間の日数に応じ、

の端数を切り捨てる。）に年

（当該期間の属する各年の前年の

手形の基準割引率に年４パーセン

４パーセントの割合を加算した割

あるときは、裁決を経ない

その税額（税額 円未満

パーセント（納期限の翌日

月 日を経過する時にお

トの割合を加算した割合が

合））の割合を乗じて計算

した金額の延滞金（全額が

切り捨てる。）を本税額と併せ

いても、 日当たりの割合です

督 促 状

納期限までに納付されなかつ

れないときは、滞納処分を受け

円未満のときは全額を切り捨て

て納付しなければなりません。こ

。

たときは、督促状を発します。督

ることになります。

、全額が 円以上で 円未満

の場合における年当たりの割合は

促状を発した日から起算して 日

の端数があるときは端数を

、閏年の日を含む期間につ

を経過した日までに完納さ

別
記
第
三
号
様
式
（
そ
の
七
）
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

八



平成

第３号様

年 月 日 金曜日

式（その８）（第６条関係）

山 口 県 報 （号 外 ）

（自動車税・口座振替納付用）

（表）

年度 自動車税納税通知書（口座振替納付用）

登

税

金

録 番 号

額

融機関名

様

課税の根

円 納 期

拠 地方税法第 条及び山口県

限 年 月

税賦課徴収条例第 条

日

預

上

こ

して

金 種 別

記のとおり通知します。

の税金は、納期限の日にあなた

ください。

口 座 番

が指定した金融機関の預金口座か

号

ら振り替えて納付されますので

年

、重複しないように注意

月 日

県税事務所長 印

不

こ

４条

して

ま

に、

服申立ての方法

の処分について不服がある

の規定により、山口県知事

提出してください。

た、この処分の取消しの訴

山口県を被告として（この

場合

に審

えは

場合

（裏）

は、この処分があつたことを

査請求をすることができます

、上記の審査請求に対する裁

において、山口県知事が被告

知つ

。審

決

の代

た日の翌日から起算して 日

査請求書は、正副２通をなる

があつたことを知つた日の翌

表者となります。）提起する

以

べ

日か

こ

内に、行政不服審査法第

く当県税事務所長を経由

ら起算して６箇月以内

とができます。

な

いま

著し

で、

延

納

のと

から

ける

お、この処分の取消しの訴

すが、審査請求があつた日

い損害を避けるため緊急の

処分の取消しの訴えを提起

滞 金

期限までに納付されなかつ

きは全額を切り捨て、税額

１月を経過する日までの期

えは

から

必要

する

たと

間に

日本銀行法第 条第１項第１号

、上記の審査請求に対する裁

３箇月を経過しても裁決がな

があるとき、又はその他裁決

ことができます。

きは、納期限の翌日から納付

円以上のときは 円未満

ついては、年 パーセント

決を

いと

を経

の

の端

（当

の規定により定められる商業手形

経た後でなければ提起するこ

き、処分、処分の執行若しく

ないことにつき正当な理由が

日までの期間の日数に応じ、

数を切り捨てる。）に年

該期間の属する各年の前年の

と

は

あ

その

パ

の基準割引率に年４パーセント

ができないこととされて

手続の続行により生ずる

るときは、裁決を経ない

税額（税額 円未満

ーセント（納期限の翌日

月 日を経過する時にお

の割合を加算した割合が

九

年

した

切り

いて

督

納

れな

パーセントの割合に満たな

金額の延滞金（全額が

捨てる。）を本税額と併せ

も、 日当たりの割合です

促 状

期限までに納付されなかつ

いときは、滞納処分を受け

い場

円未

て納

。

たと

るこ

合は、当該基準割引率に年

満のときは全額を切り捨て

付しなければなりません。こ

きは、督促状を発します。督

とになります。

４パ

、全

の場

促状

ーセントの割合を加算した割

額が 円以上で 円未満

合における年当たりの割合は

を発した日から起算して 日

合

の

、

を

））の割合を乗じて計算

端数があるときは端数を

閏年の日を含む期間につ

経過した日までに完納さ



平

第３

成 年 月 日 金曜日

号様式（その９）（第６条関

山 口

係）

県 報 （号 外 ）

（自動車税・一括納付用）

（表）

年度 自動車税納税通知書（一括納付用）

登 録 番 号 別紙内訳書のとお

納 期 限 年

課税の根拠 地方税法第 条
県税賦課徴収条例

（県税事務所別内訳）

様

り 税 額 円

月 日 延滞金額 円

及び山口
第 条 合 計 額 円

左記のとおり、最寄りの

納付してください。

年 月

岩国県税事務所長 印

周南県税事務所長 印

宇部県税事務所長 印

納付場所（裏面に記載）で

日

柳井県税事務所長 印

山口県税事務所長 印

下関県税事務所長 印

事務所名 台 数 税 額

岩国県税 台 円

柳井県税

周南県税

山口県税

事務所名 台 数 税 額

宇部県税 台

下関県税

萩 県 税

計

円
萩県税事務所長 印

不服申立ての方法

この処分について不服がある
４条の規定により、山口県知事
して提出してください。
また、この処分の取消しの訴
に、山口県を被告として（この
なお、この処分の取消しの訴

（裏）

場合は、この処分があつたことを
に審査請求をすることができます

えは、上記の審査請求に対する裁
場合において、山口県知事が被告
えは、上記の審査請求に対する裁

知つた日の翌日から起算して 日
。審査請求書は、正副２通をなる

決があつたことを知つた日の翌
の代表者となります。）提起する
決を経た後でなければ提起するこ

以内に、行政不服審査法第
べく当県税事務所長を経由

日から起算して６箇月以内
ことができます。
とができないこととされて

いますが、審査請求があつた日
著しい損害を避けるため緊急の
で、処分の取消しの訴えを提起

延 滞 金

納期限までに納付されなかつ
のときは全額を切り捨て、税額
から１月を経過する日までの期
ける日本銀行法第 条第１項第
年 パーセントの割合に満たな

から３箇月を経過しても裁決がな
必要があるとき、又はその他裁決
することができます。

たときは、納期限の翌日から納付
円以上のときは 円未満

間については、年 パーセント
１号の規定により定められる商業
い場合は、当該基準割引率に年

いとき、処分、処分の執行若しく
を経ないことにつき正当な理由が

の日までの期間の日数に応じ、
の端数を切り捨てる。）に年
（当該期間の属する各年の前年の
手形の基準割引率に年４パーセン
４パーセントの割合を加算した割

は手続の続行により生ずる
あるときは、裁決を経ない

その税額（税額 円未満
パーセント（納期限の翌日
月 日を経過する時にお
トの割合を加算した割合が
合））の割合を乗じて計算

した金額の延滞金（全額が
切り捨てる。）を本税額と併せ
いても、 日当たりの割合です

督 促 状

納期限までに納付されなかつ
れないときは、滞納処分を受け

納付場所 県の指定金融機関、

円未満のときは全額を切り捨て
て納付しなければなりません。こ
。

たときは、督促状を発します。督
ることになります。

指定代理金融機関若しくは収納代

、全額が 円以上で 円未満
の場合における年当たりの割合は

促状を発した日から起算して 日

理金融機関又は県税事務所

の端数があるときは端数を
、閏年の日を含む期間につ

を経過した日までに完納さ

一
〇



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県 報 （号 外 ）

氏 住 納 紙
別

録
登

号
番

理
整

所

者
務

義
税

内

名

）
地

在
所

）
称

名

年
期

納
所

務
事

税
県

表
代

額
税

号
番 様

書
訳

円

名
所

務
事

日
月
限

別
記
第
四
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一
一



平成 年 月 日 金曜日

備

山 口

領 区 申 期 期

県 報

年 賦

（号 外 ）
４

第

特 納 番 記

日
月

年

ま
し
収

領
り

お
と

の
記

上 別

考

口
山

日
月

年

。
た

し

ら
か

日
月

年
間

加 過
分

月

中
定

予

分 告

で
ま
日

月
年

不

定
決

正
更

正
修

定
確

間

納
日

月
年

収

合 加 加 税延
度

年
度 課

税
目

税
税 県

式
様

号
）

係
関

条
６

第

徴
別

者
税

所
住

収
徴

号 号

収
徴 名

氏
者

務
義

収

総
県

人
出
振

号
番

等 手 切所
務

事
税

県
課
務

税
部

務

金
算

告
申

少

員
納
出

任
分

額
金
算 重

額
金
算

告
申

額額
計

額
金

小 内
分

区
付

山
分
区

ー
バ

ン
ナ

万
十

百
千

億
十

額
金
滞

額

号
番

理
整

）
号

番
録

登

書
証

収
領

金

訳
内

の
金

）
税
県

者
受

引

・
・

日
月
年
受
引

印
領

受

関
下

口
山

円
十

百
千

様

別
記
第
六
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一
二



平成 年 月 日 金曜日

区 申

山 口 県

期 期 年 賦

報 （号 外 ）
６

第

一

し
収
領

り
お

と
の

記
上

山

。
た

し
ま

正
修

定
確

間
中

定
予

分 告

定
決

正
更

月
年

間

分
月 別

度
年

度 課

で
ま
日

月
年

ら
か
日

目
税

式
様

号
）

１
の

そ

付
納

）
用

般

関
条

６
第

ドー
コ県

府道
都

税
県

県
口

号
番
座

口
度

年

額
計

合

分
区
付

納

県

課
務

税
部

務
総

県
口

山

額
金
滞

延

額
税

所
務
事

税

申
不

額
金

算
加

告
申

少
過

額
金

算
加
重

額
金
算

加
告

ー
バ

ン
ナ

百
千

億
十

号
番

理
整

税 県
税

）
号

番
録
登

）
係

書
）

入
納

◯
）

書
証

収
領

兼
公者 加

番

印
付

日
収

領

様

関
下

口
山

山
分
区

円
十

百
千

万
十

者
理

管
計

会
県

口
山

名 入

限
期
納

計
合

金
滞
延
加

追

滞
延

額
税

印
付
日
収
領

年

計
小

金
算

加

金

名
氏
・
所
住
者
税

納

式
様
号

６
第

）
２
の
そ

６
第

納

）
用
付
添

書
知
通
税

納

付
書

証
収
領
兼

書
）

入
納

県
口
山

名
者
入

加

県
口
山

号
番
座

口
者
理
管
計

会

様円 円 円 円日
月

円 円

◯

）
係

関
条公

一
三



平成 年 月 日 金曜日 山 口

区 申 期 翌 申 区 申

県 報

年 申

（号 外 ）
６

第

ゴ山

ま
し

収
領

り
お

と
の

記
上 分 告

。
た
し

は
月

年
告
を

月
の
月

の
間

期
）

業
営

間

。
い

さ
だ

く
て

し
入

記

で
ま
日

月
年

ら
か
日

月
年

分 告

月
年

月 告

用
利

場
フ

ル
ゴ

分

式
様

号
）

３
の

そ

税
用

利
場

フ
ル

関
条

６
第

納

）
用ドー

コ県
府道

都
税

県
県

口

号
番
座

口
度

年

分
区
付

納

過

額
金

滞
延

所
務
事

税
県

告
申

不

額
金
算

加
告

申
少

合

額
金
算

加
重

額
金

算
加

額
計

理
整

税
県

税

百
千

億
十

額
税

書
入 ）
係

◯
）

書
証

収
領

兼
公

者 加
番

印
付

日
収

領

号
番

様

円
十

百
千

万
十

者
理

管
計

会
県

口
山

名 入

月
年

限
期
予
猶
収
徴

ま
し
収
領
り
お
と
の
記

上

分
区
告
申

分
区
等

。
た
し

は
月
年
績
実

し
入
記

月
の

間
期
）
業
事

月
年

間
期

。
い
さ
だ
く

て

入
納

で
ま
日

月
年

ら
か
日

分
区
等

月
年

月
年
績
実

引
油

軽

入
納

式
様
号

６
第

）
４
の
そ

６
第

納

）
用

税
取
引
油

軽

ドー
コ県

府道
都

税
県

県
口
山

号
番
座

口
度
年

猶
徴

分
区

付
納

日 少
過

を

額
金

滞
延

事
税
県

加
告

申
不

額
金

算
加

告
申

額
金

算

額
計

合

者
業

事
税
県

税
取

千
億

十

分
額

税

付

）
係
関

条

書
）

入
納

）
書

証
収

領
兼

番

所
務

印
付

日
収

領

ド
ー
コ

様

円
十

百
千

万
十

百 ◯ 公

管
計

会
県

口
山

名
者

入
加

者
理
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平成 年 月 日 金曜日 山 口 県 報 （号 外 ）

別
記
第
八
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第８号様

（一般用

式（その１）（第６条関係）

）

（表）

お問い合

県税事

わせ先

務所

様

督 促 状

一
五

税

税目

円
額

整理番号

加算金額
円

年 月

山
（

納期限

延滞金額 地方税法の規定によ

日

口県知事
県税事務所長） 印

年 月 日

り計算した額



平成 年 月 日 金曜日 山 口

（裏）

県 報 （号 外 ）

表記のとおり滞納となつてお
務所に納めてください。
不服申立ての方法
この処分について不服がある

４条の規定により、山口県知事

由して提出してください。

また、この処分の取消しの訴

に、山口県を被告として（この

なお、この処分の取消しの訴

りますので、至急県の指定金融機

場合は、この処分があつたことを

に異議申立て審 査 請 求をすることができま

えは、上記の異議申立て審 査 請 求に対する

場合において、山口県知事が被告

えは、上記の異議申立て審 査 請 求に対する

関、指定代理金融機関若しくは収

知つた日の翌日から起算して 日

す。審査請求書は、正副２通をな

決定
裁決があつたことを知つた日の翌

の代表者となります。）提起する
決定
裁決を経た後でなければ提起する

納代理金融機関又は県税事

以内に、行政不服審査法第

るべく当県税事務所長を経

日から起算して６箇月以内

ことができます。

ことができないこととされ

ていますが、異議申立て審 査 請 求があつ

ずる著しい損害を避けるため緊

ないで、処分の取消しの訴えを
御 注 意
督促状を発した日から起算し
財産の差押をしなければならな
延 滞 金
１ 延滞金は、納期限の翌日か
税額 円以上のときは
る期間については、年 パー

た日から３箇月を経過しても決定裁決

急の必要があるとき、又はその他

提起することができます。

て 日を経過した日までに完納さ
いことになつています。

ら納付される日までの期間の日数
円未満の端数を切り捨てる。）
セント（これらの期間のうち平

がないとき、処分、処分の執行若

決定
裁決を経ないことにつき正当な理

れないときは、国税徴収法に規定

に応じて税額（税額 円未満
に年 パーセント（次の各号の
成 年１月１日以後の期間につい

しくは手続の続行により生

由があるときは、決定裁決を経

する滞納処分の例によつて

のときは全額を切り捨て、
区分に従い当該各号に定め
ては、当該期間の属する各

年の前年の 月 日を経過す
年４パーセントの割合を加算
合を加算した割合））の割合
は、閏年の日を含む期間につ

納期限後納付（納入）の
納期限後申告又は修正申
更正又は決定の場合 指
徴収猶予の場合 猶予期

２ 上記１により計算した延滞
があるときはその端数を切り

る時における日本銀行法第 条第
した割合が年 パーセントの割
を乗じて計算した額を、本税額と
いても、 日当たりの割合です。
場合 納期限の翌日から１月を経
告の場合 提出した日までの期間
定納期限までの期間又は当該期限
間又はその期間の末日の翌日から
金の金額が 円未満のときは
捨ててください。

１項第１号の規定により定められ
合に満たない場合は、当該基準割
併せて納めてください。この場

過する日までの期間
又はその日の翌日から１月を経過
の翌日から１月を経過する日まで
１月を経過する日までの期間
その全額を切り捨て、全額が

る商業手形の基準割引率に
引率に年４パーセントの割
合における年当たりの割合

する日までの期間
の期間

円以上で 円未満の端数

第８

（法

号様式（その２）（第６条関

人事業税・地方法人特別税・

係）

法人県民税用）

（表）

お問

県

い合わせ先

税事務所

様

督 促 状

年度 年度 法人番

税 目 法人県民税

円
税 額

号 事業年度

法人事業税及び
地方法人特別税

円

納期限

延

円 地方税法及び
暫定措置法の

年

加算金額

年 月 日

滞 金 額

地方法人特別税等に関する
規定により計算した額

月 日

県税事務所長 印

一
六



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県

（裏）

報 （号 外 ）

表
務所
不
こ

４条
して
ま

に、
な

いま

記のとおり滞納となつておりま
に納めてください。
服申立ての方法
の処分について不服がある場合
の規定により、山口県知事に審
提出してください。
た、この処分の取消しの訴えは
山口県を被告として（この場合
お、この処分の取消しの訴えは
すが、審査請求があつた日から

すので、至急県の指定金融機関、

は、この処分があつたことを知つ
査請求をすることができます。審

、上記の審査請求に対する裁決
において、山口県知事が被告の代
、上記の審査請求に対する裁決を
３箇月を経過しても裁決がないと

指定代理金融機関若しくは収納

た日の翌日から起算して 日以
査請求書は、正副２通をなるべ

があつたことを知つた日の翌日か
表者となります。）提起するこ
経た後でなければ提起すること
き、処分、処分の執行若しくは

代理金融機関又は県税事

内に、行政不服審査法第
く当県税事務所長を経由

ら起算して６箇月以内
とができます。
ができないこととされて
手続の続行により生ずる

著し
で、
御
督
財産
延
１
税
る
年
年

い損害を避けるため緊急の必要
処分の取消しの訴えを提起する
注 意
促状を発した日から起算して
の差押をしなければならないこ
滞 金
延滞金は、納期限の翌日から納
額 円以上のときは 円
期間については、年 パーセン
の前年の 月 日を経過する時
４パーセントの割合を加算した

があるとき、又はその他裁決を経
ことができます。

日を経過した日までに完納されな
とになつています。

付される日までの期間の日数に
未満の端数を切り捨てる。）に年
ト（これらの期間のうち平成
における日本銀行法第 条第１項
割合が年 パーセントの割合に

ないことにつき正当な理由があ

いときは、国税徴収法に規定す

応じて税額（税額 円未満の
パーセント（次の各号の区

年１月１日以後の期間について
第１号の規定により定められる
満たない場合は、当該基準割引

るときは、裁決を経ない

る滞納処分の例によつて

ときは全額を切り捨て、
分に従い当該各号に定め
は、当該期間の属する各
商業手形の基準割引率に
率に年４パーセントの割

合

は

２
が

を加算した割合））の割合を乗

、閏年の日を含む期間について
納期限後納付の場合 納期限
納期限後申告又は修正申告の
更正又は決定の場合 指定納
徴収猶予の場合 猶予期間又
上記１により計算した延滞金の
あるときはその端数を切り捨て

じて計算した額を、本税額と併

も、 日当たりの割合です。
の翌日から１月を経過する日まで
場合 提出した日までの期間又は
期限までの期間又は当該期限の翌
はその期間の末日の翌日から１月
金額が 円未満のときはその
てください。

せて納めてください。この場合に

の期間
その日の翌日から１月を経過す
日から１月を経過する日までの
を経過する日までの期間
全額を切り捨て、全額が 円

おける年当たりの割合

る日までの期間
期間

以上で 円未満の端数

第８号様

（自動車

式（その３）（第６条関係）

税・一括発付用）

（表）

督 促 状 年度 自動車税

登録番号

様

一
七

納

税

延

期 限

額

滞金額 地方税法の規定により

年 月 日

円

計算した額

年

県税事務所長 印

月 日



平成 年 月 日 金曜日 山 口

（裏

県 報

）

（号 外 ）

表記のとおり滞納となつてお
務所に納めてください。
不服申立ての方法
この処分について不服がある
４条の規定により、山口県知事
して提出してください。
また、この処分の取消しの訴
に、山口県を被告として（この
なお、この処分の取消しの訴

りますので、至急県の指定金融機

場合は、この処分があつたことを
に審査請求をすることができます

えは、上記の審査請求に対する裁
場合において、山口県知事が被告
えは、上記の審査請求に対する裁

関、指定代理金融機関若しくは収

知つた日の翌日から起算して 日
。審査請求書は、正副２通をなる

決があつたことを知つた日の翌
の代表者となります。）提起する
決を経た後でなければ提起するこ

納代理金融機関又は県税事

以内に、行政不服審査法第
べく当県税事務所長を経由

日から起算して６箇月以内
ことができます。
とができないこととされて

いますが、審査請求があつた日
著しい損害を避けるため緊急の
で、処分の取消しの訴えを提起
御 注 意
督促状を発した日から起算し
財産の差押をしなければならな
延 滞 金
１ 延滞金は、納期限の翌日か
税額 円以上のときは
る期間については、年 パー
年の前年の 月 日を経過す

から３箇月を経過しても裁決がな
必要があるとき、又はその他裁決
することができます。

て 日を経過した日までに完納さ
いことになつています。

ら納付される日までの期間の日数
円未満の端数を切り捨てる。）
セント（これらの期間のうち平
る時における日本銀行法第 条第

いとき、処分、処分の執行若しく
を経ないことにつき正当な理由が

れないときは、国税徴収法に規定

に応じて税額（税額 円未満
に年 パーセント（次の各号の
成 年１月１日以後の期間につい
１項第１号の規定により定められ

は手続の続行により生ずる
あるときは、裁決を経ない

する滞納処分の例によつて

のときは全額を切り捨て、
区分に従い当該各号に定め
ては、当該期間の属する各
る商業手形の基準割引率に

年４パーセントの割合を加算
合を加算した割合））の割合

は、閏年の日を含む期間につ
納期限後納付の場合 納
徴収猶予の場合 猶予期

２ 上記１により計算した延滞
があるときはその端数を切り

した割合が年 パーセントの割
を乗じて計算した額を、本税額と

いても、 日当たりの割合です。
期限の翌日から１月を経過する日
間又はその期間の末日の翌日から
金の金額が 円未満のときは
捨ててください。

合に満たない場合は、当該基準割
併せて納めてください。この場

までの期間
１月を経過する日までの期間
その全額を切り捨て、全額が

引率に年４パーセントの割
合における年当たりの割合

円以上で 円未満の端数

第８

（自

号様式（その４）（第６条関

動車税・個別発付用）

係）

（表）

お問

県

い合わせ先

税事務所

様

督 促 状

年 度 年度 税目

税 額

自動車税 登録番号

円
延滞金額

納期限

地方税法の規定により計算した

年

年 月 日

額

県税事務所長 印

月 日

一
八



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県

（裏）

報 （号 外 ）

表
務所
不
こ

４条
して
ま

に、
な

記のとおり滞納となつておりま
に納めてください。
服申立ての方法
の処分について不服がある場合
の規定により、山口県知事に審
提出してください。
た、この処分の取消しの訴えは
山口県を被告として（この場合
お、この処分の取消しの訴えは

すので、至急県の指定金融機関、

は、この処分があつたことを知つ
査請求をすることができます。審

、上記の審査請求に対する裁決
において、山口県知事が被告の代
、上記の審査請求に対する裁決を

指定代理金融機関若しくは収納

た日の翌日から起算して 日以
査請求書は、正副２通をなるべ

があつたことを知つた日の翌日か
表者となります。）提起するこ
経た後でなければ提起すること

代理金融機関又は県税事

内に、行政不服審査法第
く当県税事務所長を経由

ら起算して６箇月以内
とができます。
ができないこととされて

いま
著し
で、
御
督
財産
延
１
税
る
年

すが、審査請求があつた日から
い損害を避けるため緊急の必要
処分の取消しの訴えを提起する
注 意
促状を発した日から起算して
の差押をしなければならないこ
滞 金
延滞金は、納期限の翌日から納
額 円以上のときは 円
期間については、年 パーセン
の前年の 月 日を経過する時

３箇月を経過しても裁決がないと
があるとき、又はその他裁決を経
ことができます。

日を経過した日までに完納されな
とになつています。

付される日までの期間の日数に
未満の端数を切り捨てる。）に年
ト（これらの期間のうち平成
における日本銀行法第 条第１項

き、処分、処分の執行若しくは
ないことにつき正当な理由があ

いときは、国税徴収法に規定す

応じて税額（税額 円未満の
パーセント（次の各号の区

年１月１日以後の期間について
第１号の規定により定められる

手続の続行により生ずる
るときは、裁決を経ない

る滞納処分の例によつて

ときは全額を切り捨て、
分に従い当該各号に定め
は、当該期間の属する各
商業手形の基準割引率に

年
合

は

２
が

４パーセントの割合を加算した
を加算した割合））の割合を乗

、閏年の日を含む期間について
納期限後納付の場合 納期限
徴収猶予の場合 猶予期間又
上記１により計算した延滞金の
あるときはその端数を切り捨て

割合が年 パーセントの割合に
じて計算した額を、本税額と併

も、 日当たりの割合です。
の翌日から１月を経過する日まで
はその期間の末日の翌日から１月
金額が 円未満のときはその
てください。

満たない場合は、当該基準割引
せて納めてください。この場合に

の期間
を経過する日までの期間
全額を切り捨て、全額が 円

率に年４パーセントの割
おける年当たりの割合

以上で 円未満の端数

第８号様

（鉱区税

式（その５）（第６条関係）

用）

（表）

お問い合

税 務

わせ先

課

様

督 促 状

一
九

年

税

度 年度 税目 鉱区税

額

登録番号 整理

円
延滞

番号 納期限

金額 地方税法の規定により計

年

年 月 日

算した額

月 日

山口県知事 印



平成 年 月 日 金曜日 山 口

（裏

県 報

）

（号 外 ）

表記のとおり滞納となつてお
務所に納めてください。

不服申立ての方法

この処分について不服がある
４条の規定により、山口県知事
また、この処分の取消しの訴
に、山口県を被告として（この
なお、この処分の取消しの訴
ていますが、異議申立てがあつ

りますので、至急県の指定金融機

場合は、この処分があつたことを
に異議申立てをすることができま
えは、上記の異議申立てに対する
場合において、山口県知事が被告
えは、上記の異議申立てに対する
た日から３箇月を経過しても決定

関、指定代理金融機関若しくは収

知つた日の翌日から起算して 日
す。
決定があつたことを知つた日の翌
の代表者となります。）提起する
決定を経た後でなければ提起する
がないとき、処分、処分の執行若

納代理金融機関又は県税事

以内に、行政不服審査法第

日から起算して６箇月以内
ことができます。
ことができないこととされ
しくは手続の続行により生

ずる著しい損害を避けるため緊
ないで、処分の取消しの訴えを

御 注 意

督促状を発した日から起算し
財産の差押をしなければならな

延 滞 金

１ 延滞金は、納期限の翌日か
税額 円以上のときは
る期間については、年 パー
年の前年の 月 日を経過す

急の必要があるとき、又はその他
提起することができます。

て 日を経過した日までに完納さ
いことになつています。

ら納付される日までの期間の日数
円未満の端数を切り捨てる。）
セント（これらの期間のうち平
る時における日本銀行法第 条第

決定を経ないことにつき正当な理

れないときは、国税徴収法に規定

に応じて税額（税額 円未満
に年 パーセント（次の各号の
成 年１月１日以後の期間につい
１項第１号の規定により定められ

由があるときは、決定を経

する滞納処分の例によつて

のときは全額を切り捨て、
区分に従い当該各号に定め
ては、当該期間の属する各
る商業手形の基準割引率に

年４パーセントの割合を加算
合を加算した割合））の割合

は、閏年の日を含む期間につ
納期限後納付の場合 納
徴収猶予の場合 猶予期

２ 上記１により計算した延滞
があるときはその端数を切り

した割合が年 パーセントの割
を乗じて計算した額を、本税額と

いても、 日当たりの割合です。
期限の翌日から１月を経過する日
間又はその期間の末日の翌日から
金の金額が 円未満のときは
捨ててください。

合に満たない場合は、当該基準割
併せて納めてください。この場

までの期間
１月を経過する日までの期間
その全額を切り捨て、全額が

引率に年４パーセントの割
合における年当たりの割合

円以上で 円未満の端数

割 分

県
口

山
数

総
県

口
山山

数
総

県
口

山
数

総

準 基

県
口

別
記
第
五
十
五
号
様
式
を
次 「

山 総 区

別
記
第
五
十
四
号
様
式
中

「

税
民

県
数

総

」
に
改
め
る
。

の
よ
う
に
改
め
る
。 数

所
業

事
業

従
分

基
割

分

員

準

県
口

数
人 税

業
事

等

人 税
民

県
数

」
を

二
〇



平成

第 号様

年 月 日 金曜日

式（第 条関係）

山 口 県 報 （号 外 ）

地方

法人名

知事 様

税法第 条第３項
第 条の 第 項の規定

法人県民税事業税に係る課税標

により、次のとおり通知しま

準額等通知書

山口県
す。

第 号

年 月 日

県税事務所長 印

主たる

事 業

税務官
処理状

本 県

事務所等の所在地

年 度 年 月 日か

署の
況 年 月 日

申告期限の延長月数

申 告

ら 年 月 日まで

県 民 税
月

事 業 税
月

資本金の額又
は出資金の額

資本金等の額

分割都道府県数
（本県を含む）

円

円

県
民
税

（使途秘匿金税額等）
課税標準となる
法人税額等

年

年
年

所

得

金
年

年 月 日

万円以下の金額

万円を超え
万円以下の金額

万円を超える金額

計

法 人 区 分 地方税法第

円

円
分割基準

分

総数

円
総

円

円

円

売

条の 適用

人

人

売 上

円
事

業

税

額課税標準の総額
軽

分 割 基 準

付加

資本

収 入

価

金等

金

減税率不適用法人の金額

分

分

値額

の額

額

上

高

円
軌

円

円

円

総数

総数

道又は鉄道事業分売上

円

加

算

金

法人税
すべき

区 分

所 得 割

付加価値割

資 本 割

収 入 割

割額から控除
外国税額の総

都道府県民税

分

重加対応金額

円 円

円 円

円 円

円 円

円 補正
者数

総数

重加算税対応法人税額

不申告加算金

過少申告加算金

重 加 算 金

都道府県民税後の従業
の総数

円

人

二
一

額

仮

通知先
る事務

市町村民税

所 得 金 額
装 経 理

法人税額等

における主た
所等の所在地

円

円
租 税

円

備考

市町村民税

所 得 金 額
条 約

法人税額等

人

円

円



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県 報 （号 外 ）

別
記
第
六
十
八
号
様
式
及
び
別
記
第
六
十
八
号
様
式
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

造
構

屋 家

号
番

屋
家

示 表

目
地

考
備

年
日

月
年

得
取

動 不 得 取

途
用

積
地

地 土

在
所

年
日

月
年

得
取

の 産

所
住

名
氏

者
税
納

）
地
在
所

番
地

び
及

在
所

）
称

名

第
条

第
法

税
第

条
第
則
附

第

項

式
様
号

第

日
月

年

様

不

）
係

関
条

積
面
床

類
種

因
原
の
得
取

日
月

積
面

の
地

土
用

宅
住

差
因

原
の
得

取
日

月

額
減

額
減

引

記

分
区

税 県
目 税 記

下
、

り
よ

に
定

規
の

項

通
額

減
税

得
取

産
動

と
の

た
つ
あ

の
請

申
で

け
付

知取
産

動
不

月
年

日
月

年

円
額

税
納

％

調
額

減
別 期

号
番

理
整

日 月
年
定

額
税

由
理

額
減
除
控

率 税
円

第

書

。
す

ま
し
認

承
り

お

長
所
務

事
税
県

日
月

年

号印

は
て
い

つ
に
額

減
の

税
得

方
地

、

二
二



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県 報 号 外 ）

家

号
番

屋
家

在
所

示 表 の備

年
日

月
年

得
取

造
構

屋 土
目

地

番
地

び
及

在
所

考

産 動 不 得 取

途
用

積
地

地

年
日

月
年

得
取

第
条

第
法
税
方

地

日
月

年

第
条

第
則

附

所
住

名
氏

者
税
納

）
地
在
所

）
称

名

第
２

の
式
様
号

第

様

不 係
関

条

積
面
床

類
種

徴

分
区

因
原
の
得

取
日

月

額
認

承
予

猶
収

積
面

の
地

土
用

宅
住

の
得
取

日
月

額
き
限
期
納

間
期

予
猶
収
徴

因
原

不
た

つ
あ
の
告

申
で
け

付

よ
に

定
規

の
項 項

取
産

動

記

お
と
の

記
下

、
り

目 税

予
猶

収
徴

税
得

取
産

動 ）

通

二
三

円
由

理
の

予
猶
収
徴

率 税

年

円
べ
す
付
納

に
で
ま

％

で
ま
日

月
年

ら
か
日

月

い
つ
に

予
猶
収

徴
の

税
得

。
す

ま
し

認
承
り

、
は

て

額
税

別
期

号
番

理
整

税 県

事
税
県

日
月

年

号
第

書
知

長
所
務

印



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県 報 号 外 ）

別
記
第
百
四
号
様
式
を
次
の

別
記
第
九
十
四
号
様
式

「

業
事

者
務

義
収
徴
別
特
※
ド
ー

者

別
記
第
九
十
四
号
様
式

「

業
事

者
務

義
収
徴
別
特
※
ド

者 （
そ

コ（
そー

コ

よ
う
に
改
め
る
。

「

者
務

義
収

徴
別

特
※

の
一
）
中

」
に
改
め
る
。

「

務
義

収
徴

別
特

※

の
二
）
中

」
に
改
め
る
。

号
番

賦
者

課
賦

」
を

号
番

課

」
二
四



平成

納 重

年 月 日 金曜日

不 過 税 課 欠 差

山 口 県

軽数 い な ら な と 象 対 税 課量小

報

金年

（号 外 ）
第
申

◯
額

金
算

加
セ

◯

◯
額

金
き

べ
す

入

イ
◯

＋
ウ

◯
＋
エ

◯
＋
オ

◯
＋
カ

◯ キ

◯
計
引

ア
◯ キ

◯ ク

◯
量
減

ク
×

◯
）

ケ

◯
量
準

標
税

ク
◯ ケ

◯ コ◯
額

サ◯
額

金
算

加
告

申
少

シ◯
額
金

算
加

告
申

ス ◯
量

数
入

納
の

油

分
区

ア

第
法
て
つ

よ
に

定
規

の
２

の
条

◯
量

数
る

れ
さ

外
除

イ

第
法

◯
量
数

の
号

１
第

５
の

条
ウ

第
法

◯
量
数

の
号

２
第

５
の

条
エ

量
数

入
納

る
よ

に
証

税
免

◯ オ

入
納

の
へ

等
隊

軍
国

衆
合

◯
量

数
カ

計

名
氏

油
軽

量
準

標
税

課

）
称

名

額
金

算
加

額
税

の
税

取
引

に
で

ま
限

期
納

を
額

つ
に

だ
く

て
め

納

ー
コ

者
業

事
度
年

度

式
様

号
）

１
の

そ
第

引
油

軽

）
用

入
納

告
の

条

所
住

）
地

在
所

サ
◯
＋
シ
◯
＋
ス
◯

＋
セ

円

告
申

決
は
又

正
更

ル
ト

ッ
リ

り
お

と
の

記
下

、
て

い

様

記

。
い

さ

た
し

定
決
正

更

月
年

績
実

ド

定
決

税
取

正
更 ）
係

関
２

書
知

通
定

決
金

算
加

円
円

定
足

不
過

ル
ト

ッ
リ

ル
ト

ッ
リ

長
所

務
事

税
県

印加
び

及
額

金
足

不
、

で
の

算分
月

年

日
月

年

号
第

額
金

算
加

び
及
額
金
足
不の

定
決
は
又
正
更

期
納
の

の
県

所
場
る
す
入
納

拠
根

考
備

融
金
定
指

税
方

地

融
金
理

代
定

指
、

関
機 限

収
は

又
関

機

第
条

第
法

二
五

関
機
融

金
理

代
納

日
月

年

所
務
事
税
県

項



平成 年 月 日 金曜日

備 納 の 更 不 納 重 不

山 口

過 税 課 分 除 控 は

県 報

金年販

（号 外 ）
第
申

◯
額
金

算
加

告
申

ク◯
額

金
算

加
ケ

額
金

足

◯
額

金
き

べ
す

付

限
期
納

の
額

金
算

加
び

及

る
す
付

拠
根

定
決
は

又
正

関
機

融
金

定
指

の
県

所
場

量
数

の
入

輸

法
税

方
地

考

◯ ア

と
象

対
税

課
の

等
済

税
課

◯
量

数
い

な
ら

な
イ

消
の

油
軽

る
よ

に
証

税
免

◯
量
数

費
ウ

◯
計
小

イ
◯

＋
ウ

◯ エ

◯
量
準

標
税

ア
◯ エ

◯ オ◯
額

カ◯
額

金
算

加
告

申
少

キ

税
取

引
油

軽
量

準
標

税
課

額

つ
に

額
金

算
加

額
税

の

て
め

納
に

で
ま

限
期

納
を

だ
く

、
有

所
、
費

消
、

売

分
区

コ
者

業
事

度
年

度

又
渡

譲

ー

式
様

号
）

２
の

そ
第

引
油

軽

）
用

付
納

告
の

条

所
住

名
氏

）
地

在
所

）
称

名

カ
◯
＋
キ
◯
＋
ク
◯

＋
ケ

又
関
機

融
金

理
代

定
指

、

項
第

条
第

理
代

納
収

は

円

更
り

お
と

の
記

下
、

て
い

記

。
い

さ

た
し

定
決
正

告
申

決
は
又

正
更

ル
ト

ッ
リ

月
年

績
実

ド
日

定
決

税
取

正
更 ）
係

関
２

様

書
知

通
定

決
金

算
加

事
税
県

関
機

融
金

日
月

年

所
務

円
円

長
所

務
事

税
県

印加
び

及
額

金
足

不
、

で
の

算

定
足

不
過

ル
ト

ッ
リ

ル
ト

ッ
リ

分
日

月
年

）

日
月

年

号
第

二
六



平成 年 月 日 金曜日 山 口 県 報 （号 外 ）

別
第

一

領

所
務

事
税

県

。
す
ま

し

号
番

台
車

号
番

録
登

日
収

自
の
記

上

月
年

限
期
効

有

に
税

車
動

自
る

係
に

車
動

滞
り
お

と
の

印
付

日
収

領
こ
い
な

が
納

記
第
百
二
十
二
号
様
式
（
そ
の
一

式
様

号
）

１
の

そ
第

）
用

般

関
条

証
税

納
税

車
動

自
県

口
山

書
明更
変
造

構
・

査
検

続
継

長
印 証
を

と

、
て
い

つ

日

印
付

明

）
及
び
同
様
式
（
そ
の
二
）
を

）
係）
用

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

滞
り

お
と

の
印

明
証

記
上

事
税
県

。
す
ま
し
明
証

納

効
有

号
番
台
車

号
番
録
登

印
明
証

年
限
期

第
式
様
号

）
２

の
そ

第

）
用
付
納
括

一

証
税

納
税

車
動
自

税
県

自
度
年

造
構
・
査

検
続
継

税
車
動

長
所

務

を
と

こ
い

な
が

印

日
月

）
係
関

条

）
用
更

変

書
明

二
七



平
成
二

平
成
二

平成 年 月 日 金曜日 山 口 県 報

こ
規
定

式
の

（号 外 ）

別
「「

十
二
年
三
月
十
二
日
印
刷

十
二
年
三
月
十
二
日
発
行

附

則

の
規
則
は
、
平
成
二
十
二
年
三
月

並
び
に
別
記
第
四
号
様
式
、
別
記

改
正
規
定
は
、
同
年
四
月
一
日
か

記
第
百
二
十
二
号
様
式
（
そ
の
三

録
登

号
番

台
車

号
番

録
登

号
番

号
番

台
車

発
行
所

山

口

県

発
行
人

山
口
県
知

十
五
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ

第
六
号
様
式
、
別
記
第
八
号
様

ら
施
行
す
る
。

）
中
「

用
査

検
続

継

」
を
「

続
継

庁事
し
、
第
二
十
条
第
一
項
の
改
正

式
及
び
別
記
第
百
二
十
二
号
様

用
更

変
造

構
・

査
検

」
に
、

」
を

）

」
に
改
め
る
。

二
八


